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概　要

　「しあわせな人口減少社会のデザイン」が今
後の日本の大きなテーマであり、きらりと光る
取り組みを行っている自治体のひとつとして島
根県海士町を取り上げる。
　地域づくりの様々な主体が、地域のビジョン
やコア・バリューを共有しながら、互いの多様
性や異なる価値観・行動様式、また地域におけ
る役割を認め合いつつ、しかし中央統制に寄ら
ない形で全体としてゆるやかなネットワークを
形成しながらつながるありようを「ネットワー
ク型主体形成」と呼ぶ。
　地域づくり主体が有機的につながり、全体で
意味のある系を中央統制に依らず自己組織化的
に形成している状態を「地域の自己生態系化」
と呼ぶことができよう。
　「地域の自己生態系化」プロセスでは全体の
情報共有とフィードバックを媒介し、促進する
メカニズムが働いている。その調整機能の中枢
を担うのが中間支援組織の働きである。これに
より、公共財としての社会関係資本が地域社会
内に形成される。
　島根県海士町では、2002年 5月からの 4期
16年間に及ぶ山内町長のリーダーシップのも
と、徹底した行財政改革と産業創出に取り組み、
多くの優秀な UIJターン者が移り住み、人口減
少が横ばいになるなどの成果を上げてきた。町
長や役場職員が「変革の主体」としての行動規
範を地域に伝播させるハブとなり、離島から日

本を変えるという大きなミッションのもと志あ
る移住者含め多くの関係人口とのネットワーク
を形成した。
　地域維持機能としての地縁集団と、地域変革
機能としての移住者等による NPO／社会的企
業が共有のビジョンと「ないものはない」に代
表される共有価値により結びつき、役場がその
媒介機能を果たすことにより自己生態系化され
た地域づくり主体のネットワーク形成がされ
た。

1．はじめに

　全国で 523の自治体が将来消滅の危険性があ
る、と発表した日本創成会議報告（増田レポー
ト）1等を通し、人口減少と地方の疲弊が大き
くクローズアップされている。2007年より日
本の総人口は減少を始め、中位推計では 2100
年には 5千万人以下となると予測されている。
　人口減少そのものは止められないが、働き方
改革や育児支援などの政策により出生率を増や
し人口減少のカーブを緩やかにしつつ、人口減
少により生じる様々な社会課題に対応しながら
ソフトランディングさせていく国家レベルの政
策とビジョンが求められている。いわば、「し
あわせな人口減少社会のデザイン」が、これか
らの国際社会における日本の最大のミッション
と言えよう。
　いっぽう、消滅の可能性ありとされた市町村
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1  日本創成会議（にほんそうせいかいぎ）は、日本生産性本部が 2011年 5月に発足した民間の会議体。2014年 5月に人口減少問題検討
分科会「ストップ少子化・地方元気戦略」を発表。2010年から 2040年までの 30年間に、人口の「再生産力」を示す 20-39歳の女性
人口が 50％以下に減少する市区町村は、全体 1800自治体の内 49.8％の 896地域であり、そのうち人口 1万人未満は、全体の 29.1％の
523地域であるとした。これらの地域では、高い割合で人口が流出するため、出生率が上がった場合でも、存続できなくなる恐れが高
いとし、大きな社会的反響を呼んだ。
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ンやコア・バリュー（軸となる価値観）を共有
しながら、同時に互いの多様性や異なる価値観・
行動様式、また地域における役割を認め合いつ
つ、しかし中央統制に寄らない形で全体として
ゆるやかなネットワークを形成しながらつなが
ることであり、一つの「有機的な地域づくりチー
ムとしてのエコシステム」を形成していくあり
かただと思われる。
　それが今後の地域ガバナンス形成・推進の強
力な作法になっていくと思われ、そうした地域
社会形成アクター間の有機的なつながりづくり
を「ネットワーク型主体形成」と呼ぶことにし
たい。
　ガバナンスには、様々な領域があり、主に行
政機構が担う制度・政策領域や、主に企業セク
ターによる市場領域、NPOや地域組織などに
よる公共・社会領域、さらに住民自らの手によ
る集落維持の活動などの生活領域などがある。
それぞれの主体がそれぞれのガバナンス領域に
おいて能動的、主体的に行動しつつ、各主体の
働きや役割が全体で可視化され、共有されるこ
とにより、メタ・ガバナンス 3領域が現れ全体
最適が起こりやすくなると考えられる。
　地域づくりの各主体の働きをモジュール（構
成要素）として見ると、それぞれのモジュール
で独立した主体的な動きを行い、それぞれの課
題に向き合いながらも、それが個別最適ではな
く全体最適に向かうような調整機能が地域社会
に内在することが必要だ。その機能を担うのが
中間支援組織であり、行政がその機能を担う場
合もあれば、NPOなどの市民的公共部門が中
間支援を行うケースもある。
　しかし中間支援組織は、地域内の各主体とフ
ラットな立場で向き合い、特定の利益に肩入れ
せずに、公平さを持って活動できることが重要
だ。いわば地域の「社会的紐帯」4としての機
能がそこにあり、各アクターとの間に信頼関係

の中にも、その予測を覆すべくきらりと光る取
り組みをしている自治体が多くある。そうした
「人口減少先進地」における創造的な取り組み
には、日本社会のグランドデザインを考える上
での重要なヒントがあるはずだ。
　本稿では、そうした代表事例のひとつである
島根県海士町の地域創生を取り上げる。

2．ネットワーク型主体形成

2. 1　ネットワーク・ガバナンスの必要性

　主に行政機構が独占していたガバナンス領域
を住民や地域の NPO等に解放、また移譲し、
またそうした各主体と中央統制に依らない比較
的フラットな関係性を生成し、ネットワークの
力で地域を維持し、また地域課題を解決してい
くことがこれから重要となる。
　そうしたネットワーク・ガバナンス 2の構築
が、今後の日本の地域社会において大きな課題
となるだろう（風間 2017）。特に人口減少の振
り幅が大きい過疎自治体においてそれはまさに
地域を維持していく上での生命線となっている
ように見受けられる。
　ネットワーク・ガバナンスを、あえて日本語
でわかりやすく表現するならば、「つながり協
働自治」と呼ぶことができよう。地域内のアク
ターがそれぞれの領域で自治を行いながら、地
域全体の課題に協働で取り組み、つながりの力
で地域を豊かにするありようをその中に見るこ
とができる。

2. 2　ネットワーク型主体形成

　そうした際に必要になってくるのが、地域社
会の様々な主体や集団が、地域づくりのビジョ

2  風間は「地域に形成されているネットワークに着目しなければ、ローカル・ガバナンスを真の意味で理解することができない。つまり、
ローカル・ガバナンスを理解するためには、主体間の二者関係ではなく、関係性の総体をネットワークとして理解するアプローチが求
められる」と述べている（風間 2011）。

3  風間は「メタガバナンスは（中略）ネットワークの機能不全を防ぎ、ネットワークがガバニング機能を果たしやすいようにアクター間
の関係性をコントロールする活動であり、いわば「ガバナンスのガバナンス」である」としている（風間 2017）

4  アメリカの社会学者 F.H.ギディングズが「社会学原理」 (1896) で用いた概念。概念的規定としては必ずしも明確なものではないが、一
定の集団、社会内の成員に共通するものはすべて成員を結合させる紐帯であるとする。たとえば「共同社会」でいえば血縁・地縁が、
また「利益社会」についていえば類似性・利害の共有などがそれである。また高田保馬は積極的紐帯と消極的紐帯とを区別しており、
前者は諸個人が自発的に結合しようとして生じる結合・紐帯を意味し、後者は成員が好むと好まざるとにかかわらず、外部から強制さ
れた結果生じる結合・紐帯をさす。
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中心にアプリケーションソフト、電子マネー、
イヤホンや充電器などの関連製品が、つながり
をもつ全企業に収益をもたらす環境を構築して
いる例などが挙げられる。
　さらに起業家を取り巻くベンチャーキャピタ
ルや大学などの研究機関、メンター、行政機関
などの支援の仕組み全体を「起業エコシステム」
として捉え、そうした環境を整えることの重要
性を指摘する研究も増えている。
　本研究においては、こうした生態学に端を発
する生態系の概念を地域づくりやソーシャルイ
ノベーションの分野においても援用し、地域社
会という一つの区域の中でその中で実践される
地域イノベーションの様々な構成要素をひとつ
のシステムとして見立て、その生成過程と動態
を研究するために「地域づくり主体の生態系」
という概念を新たに提起している。

3. 2　社会関係資本と自己生態系化

　地域内の各主体（グループ／個人）が全体で
意味のある系を成し、中央集権・統制に依らず、
全体最適を自己生成する状態を、本論では地域
づくり主体の「自己生態系化」として捉えた
い。そのプロセスにおいては、全体の情報共有
とフィードバックを媒介し、促進するメカニズ
ムが働いていると考えられる。そしてその調整
機能の中枢を担うのが、各主体の動きやリソー
スを可視化する中間支援組織の働きであると考
える。
　また地域の維持機能としての地縁集団（住民
組織など）と、課題解決及び地域イノベーショ
ン主体としてのテーマ・コミュニティ（NPO/
事業者など）が、それぞれの得意領域を活かし
ながら連結している状態が、「自己生態系化さ
れた地域づくり主体」の成立条件として考えら
れる。
　そしてそこに、上部構造としての制度・政策
主体である行政機構も有機的につながっている
ことが重要だろう。その際、各集団内には、同
質性の高い強い結びつきである結束型社会関係
資本が働き、また集団間には橋渡し型社会関係

を結び、また中間支援組織そのものがアクター
間の社会関係資本 5の媒体となることが重要で
ある。その意味で、中間支援組織は地域内にお
ける権力機構、特に行政から独立した機関であ
ることが望ましいと言える。

3．地域づくり主体の自己生態系化

3. 1　生命体としての地域と自己組織化

　こうしたネットワーク型主体形成によって織
りなされている地域社会はどんな状態である
か。様々な地域づくり主体が有機的につながり、
全体で意味のある系を中央統制に依らず自己組
織化的に形成している状態を、私は「地域づく
り主体の自己生態系化」と呼びたい。
　「自己組織化（self-organization）」とは主に自
然科学の分野で提唱され、発展してきた概念で
あり、「自律的に秩序を持つ構造を作り出す現
象」のことを指す。自発的秩序形成とも呼ばれ
る。
　昨今では、この自己組織化の概念が自然科学
分野のみならず、経済学や経営学、また組織開
発や地域づくりなど幅広い文脈で用いられるよ
うになってきており、社会科学分野でも「自律
的に秩序を持つ構造を作り出す現象」を表す概
念として成長しつつある。
　この自己組織化概念を地域社会に応用するな
らば、地域づくり主体がネットワークを形成し、
自律的に秩序を持つ構造を作り出す現象として
考えることができる。
　また生態系（ecosystem）とは「ある一定の
区域に存在する生物と、それを取り巻く非生物
的環境をまとめ、ある程度閉じた一つの系と見
なした場合」の呼称であり、相互作用する動的
で複雑な総体としての生態学的な単位である。
　この生態系の概念を比喩的に用い、「複数の
企業によって構築された、製品やサービスを取
り巻く共通の収益環境」をエコシステムとして
表現することがビジネス分野において増えてき
た。具体的には、ある特定のスマートフォンを

5  社会関係資本（social capital）は、社会学、政治学、経済学、経営学などにおいて用いられる概念。人々の協調行動が活発化することに
より社会の効率性を高めることができるという考え方のもとで、社会の信頼関係、互酬性の規範、ネットワークといった社会組織の重
要性を説く概念である。
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バナンスが形成されうる。
　地域レジリエンスの成立要件としては、多様
性・自律分散性・社会関係資本・フィードバッ
クループが挙げられている（枝廣 2015）。
　これは地域の自己生態系化の成立要件とも重
なるものである。自己生態系化した地域社会に
おいては、自然なヒエラルキーはあるが、固定
的でなく比較的格差も少ないと考えられる。
　様々な情報が共有・可視化され、各主体が自
律的に行動しながらも全体最適に向かう活動が
地域全体で行われ、それが政策形成や制度設計
につながることにより、断続的な地域イノベー
ションとコレクティブ・インパクトの基盤とな
ることに、自己生態化された地域づくり主体の
特徴及び機能があると考えられる。
　以下に示す図 1は、そうした「地域づくりの
自己生態系化」プロセスの概念図である。

資本があると考えられる。さらに上部構造であ
る行政組織との各集団との結びつきは、橋渡し
型の一種である連結型社会関係資本であると言
える 6（稲葉 2014）。
　そうした集団間の社会関係資本形成を日常的
に行い、地域づくりアクター間の連携を、全体
で意味のある生態系として機能させる紐帯とし
ての役割が中間支援組織にはあるだろう。
　信頼と互酬性に基づく「地域公共財としての
社会関係資本」7が地域づくりアクター間に形
成されることにより、地域の自己生態系化が可
能になり、またこの自己生態系化のプロセスに
より、公共財としての社会関係資本が維持・強
化されていくのだと考えられる。
　この自己生態系化された地域づくりアクター
の関係性を基盤に、地域レベル／事業レベル／
市場レベル／行政レベルの各ガバナンスをつな
ぐメタ・ガバナンスとしてのネットワーク・ガ

6  パットナムは、社会関係資本には大きく「結合型　bridging」と「橋渡し型　bonding」の 2種類があり、「結合型」は組織の内部におけ
る人と人との同質的な結びつきで、内部で信頼や協力、結束を生むものであるのに対し、「橋渡し型」というのは、異なる組織間にお
ける異質な人や組織を結び付けるネットワークであるとしている（Putnam 1993）

7  稲葉は、「私的財としての社会関係資本」（個人間のネットワーク）と「クラブ財としての社会関係資本」（特定の個人間・グループ内
での信頼・規範）に並び、社会全般への信頼・規範に当たるものとして「公共財としての社会関係資本」があると述べている（稲葉 
2005）。

図 1　� 地域づくり主体の自己生態系化 概念図（筆者作成）
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　近代に入ると、明治の文豪小泉八雲（ラフカ
ディオ・ハーン）は、隠岐旅行の際に中ノ島の
菱浦港（ひしうらこう）を非常に気に入り 8日
間滞在した。
　このように江戸時代から外部との交流を様々
な形で行っており、そうした歴史的な経緯から、
よそ者に対する拒否感がなく、もてなしの精神を
持つ土地柄が醸成されてきたと考えられている。

4. 2　海士町の人口推移 

　1904年に海士郡海士村が発足し、1969年 1
月 1日に町制を施行して海士郡海士町となり、
同年 4月 1日に隠岐郡海士町となった。面積は
33.46km2、周囲長は 89.1km。2015年の国勢調
査によると、世帯数は 1,057世帯、人口は 2,353
人である。
　国勢調査では 1950年の 6,986人をピークと
して人口が減少し続け、2010年調査では 2,374
人となった。しかし、Uターン・Iターン者を
獲得するための施策を行った結果、2010年以
降はほぼ横ばいとなっている。現在では人口の
約 10％が Iターン者であるとされる。
　移住者は 20代から 40代の若い世代が多く、
定着率も高い。2009年時点の年少人口（15歳
未満）率は 9％、老年人口（65歳以上）率は
39％である。高校卒業者の多くが隠岐諸島外に
出るため、20代から 30代の人口比率が極端に
少ない。

4．島根県海士町の地域創生事例

　日本海の隠岐諸島に位置する小さな島、海士
町（あまちょう）は、本土から遠く離れた “離島”
のハンディキャップから、「超過疎、超少子高
齢化、超財政悪化」と表現されるほどの状況に
追い込まれながらも、自らの生き残りをかけて、
果敢に “挑戦” し続けている事例である。

4. 1　海士町の概況と歴史風土

　海士町は、島根半島の沖合 60kmの日本海に
浮かぶ隠岐諸島の中の一つ、中ノ島全体を町域
とした 1島 1町のまちである。中ノ島は面積 
33.46km2、周囲 89.1kmの小さな島で、人口は
約 2,400人ほどである。
　かつて隠岐諸島は遠流の地であり、現在海士
町となっている中ノ島には奈良時代から遣唐副
使の小野篁や承久の乱（1221年）に敗れた後
鳥羽上皇などが流されてきた。後鳥羽上皇は在
島 17年余でこの島で生涯を終え、島民の畏敬
の念はいまなお深い。

写真 1　海士町の風景
（提供：海士町役場）

図 2　海士町位置図
図 3　海士町の常住人口推移（1950 年〜 2015 年）

（出典：地域人口関連統計図表の収納庫サイト）
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整備してきた。島内に集落が 14あるが、港も
14あり、その港に係留されている漁船を守る
ための岸壁や防波堤の整備など、高度成長期以
来、次々と公共事業が行われてきた。いわば「公
共事業で生きてきた島、生かされてきた島」と
言って良い状況が続いてきた。
　公共事業によって、島の住民の暮らしはある
程度改善されたが、その一方で、財政力以上に
地方債残高が膨らみ、町の借金が膨大な額に
上っていた。2000年代初頭には財政再建団体
への転落も現実味を帯びるほどの危機的状況に
陥っていた。

4. 4　自立促進プランと行財政改革

　このまま何もしなけれ
ば 2002年には町の基金
が底をついて、赤字に転
落することが 1999 年に
判明した。この状況をな
んとか打開しなければと
いうことで、町は「行財
政改革やるぞ計画」（1999
～ 2003 年度）を策定し、
それに沿って職員の昇給
停止や人件費カットなど
を始めた。  
　その後、「行財政改革やるぞ計画」の効果は
少しは現れてはいたが、このままでは 2005年
度に赤字になることが明らかとなった。
　そんな中、2002年に民間企業の経営感覚を
持つ山内道雄が海士町長に就任した。山内町長
は、町の三役や職員、住民の代表、議会の代表
など 50名規模の「海士町自立促進プラン推進
懇話会」を立ち上げ、この局面にどう立ち向かっ
ていくかを話し合った。
　そうした結果、行政改革のための中長期「海
士町自立促進プラン」（2003年度～）を策定。
自立促進プランでは、まず当面は「守り」の政
策として、行革でなんとか財政のやりくりを行
う一方、町を発展させるための「攻め」の戦略
として、産業振興を推し進めていく方針がまと
められた。
　また平成の大合併時には島前の 2町 1村も合
併に向けた協議会を立ち上げたが、地政学的条
件などが理由で合意には至らず、2003年 12月

4. 3　離島としてのハンディキャップ

　海士町（中ノ島）と本土とを結ぶ交通手段
は、高速船とフェリーがあり、高速船だと途中
に他の島を経由して 1時間 40分程度、フェリー
だと 2時間半～ 3時間程度かかる。海は春から
秋にかけては穏やかだが、冬場になると北西の
季節風が強く吹き荒れるため、船が欠航して孤
島化することも珍しくない。1日程度の欠航は
度々あり、長い時は 3日間ぐらい欠航して、年
に 1回は島に物資がなくなることがある。
　海士の人々が日々の生活や様々な経済活動を
していく上で、外海離島という地理的な条件に
よるハンディキャップは非常に大きい。
　また、高齢化率は約 40％にも上っている。
就労先が少ないことや、教育・医療機関等の生
活環境が十分に整備されていないことなどか
ら、高校生のほとんどが卒業すると島外へ流出
してしまい、年少人口率も約 10％と低い。島
への Uターン率も非常に低く、20～ 30歳代の
人口が極めて少ない。そのため、生まれる子ど
もは年間 10数人足らずとなっている。
　Iターン者が多い島として有名になってはい
るものの、若者の島外流出、自然減が急激に進
んでおり、大きな課題の一つとなっている。
　1953 年の離島振興法の制定以来、国の経済
対策に呼応した公共事業への投資で社会資本を

図 4　海士町の人口構成（2017 年）
（出典：海士町役場資料）

写真 2
山内町長（当時）
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くりを応援したいと言って、寄附も届けられる
ようになった。
　住民と町が島の将来への危機感を共有するよ
うになり、行財政改革はもとより、その後の産
業振興などの地域づくりの取組にも連携の輪が
広がるようになっていった。

③　 外貨獲得と人づくりを図る産業振興策の展開
　島が生き残るための「攻め」の戦略として、
新たな産業を創り雇用の場を生み出し、商品を
全国に売り観光収入を増やすことで「外貨」を
獲得して、島を活性化する一点突破型の産業振
興策が展開された。
　最初、町長から「役場の職員は本庁舎で勤務
するよりも、もっとお客様の出入りし、お客様
の声の聞こえるところで仕事をするべき。より
現場に近いところに担当課を移すように」とい
う「現場主義」に徹した体制づくりの方針が出
された。
　また、町の内部部局の職員数を減らし、その
分を産業振興や定住対策の部局に職員を重点的
にシフトさせることとなった。
　そこで、2004 年 4月に、町の産業振興を実
務的に担う「産業 3課」（交流・観光・定住を
担う「交流促進課」、第 1次産業の振興を担う「地
産地商課 8」、新たな産業おこしと雇用創出を
担う「産業創出課」）を創設。島の玄関口であり、
情報発信基地やアンテナショップでもある菱浦
港のターミナル「承久海道キンニャモニャセン
ター 9」（2002 年開設）に、その産業 3課を設
置し、職員は皆そこへ移動して、現場重視の展
開を図った。

4. 5 　「海」「潮風」「塩」による産業振興

　産業振興策として、町の担当課では海士の味
覚や様々な魅力をテーマごとに分けて高級感あ
ふれる形で販売するという戦略「海士デパート
メントストアープラン～『選ばれし島』まるご
と届けます～」10を 2004年度に開始した。
　この “デパート” の中心になるものを検討す

14日には協議会が解散している。山内は大胆
な行政改革と産業創出策を行い、海士町は「地
方創生のトップランナー」と謳われるほどの町
となった。2009年には日本で最も美しい村連
合に加盟した。
　以下は山内町長によって進められた主な行財
政改革の中身である。

①　町職員の給与カットによる財源捻出
　町は、生き残るための「守り」の戦略を打ち
出すために、大胆な行財政改革を推進した。
　「自らの身を削らない改革は支持されない」
という山内町長の信念のもと、町長を皮切り
に、職員の大幅な給与カットが行われた。町長
以下助役・教育長、議会、管理職に始まり、職
員組合から一般職員給与の自主減額の申出があ
り 2004年度から実施された。
　2年目の 2005 年度には、町の三役の給与を
50～ 40％カット、職員の給与を 30～ 16％カッ
ト（30％は管理職や長く勤務する係長クラス）、
平均で 22％カットした。これで、職員給与の
ラスパイレス指数（国家公務員を 100とした場
合の指数）は 72.4となり、この当時日本一安
い給料となった。また、町の議員と教育委員も
これを受けて 40％カットした。自治会長に当
たる区長からは 10％削減の申出があった。こ
うした大幅な人件費カットで、全体で 2億円の
経費を削減した。

②　住民による町財政への自主的協力
　町の行財政改革への取組に対して、住民たち
からも、「自分たちに出来ることはないか」と
いった声が上がるようになってきた。町内の老
人クラブからは、「これまで半額だったバス料
金を一般並みに値上げしてほしい」との申出や、
「自分たちは年金をもらっているから、コミュ
ニティ活動（ゲートボールなど）への町からの
補助金も要らない」との申出が自主的にあっ
た。また、各種の委員からも日当の減額の申出
があった。
　さらに、住民の中から、行財政改革や地域づ

8  一般に使われる「地産地消」ではなく、外部に打って出るという意気込みを現して「消」ではなく「商」の字が使われている。
9  ｢ キンニャモニャ ｣とは、島の自然と文化・人情がうたい込まれている海士町発祥の隠岐民謡の名。

10  この戦略は、国の地域再生計画の認定を受けて、2004 年度から地域雇用機会増大支援事業（プラス事業）、まちづくり交付金（～ 2008
年度）、2005年度には地域通貨モデルシステムの導入支援、地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業）（～ 2006年度）の支援を得た。
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に至るまで、海士にある全ての宝の山（地域資
源）にスポットをあて、商品化に挑戦している。
このさざえカレーの商品開発でも、商品開発研
修生が力を発揮した。この成功を受けて、町職
員の間では「やればできるんだ」という自信が
生まれ、その後の様々な新産業創出事業に拍車
がかかった。
　2000年代以降には、「隠岐牛」（牛肉）12や「隠
岐のいわがき」（牡蠣）や「海士乃塩」（塩）な
どの地域食材を用いた商品開発、CAS凍結セ
ンター 13の建設による海産物の鮮度向上など、
様々な産業振興の取り組みを行っており、雇用
創出や定住者の増加などの効果を挙げている。
　2005年の国勢調査によると、海士町の産業
就業人口は 1,199人である。産業別人口では第
一次産業が 211人（17.6％）、第二次産業が 241
人（20.1％）、第三次産業が 747人（62.3％）で
ある。
　主な企業には、「隠岐牛」の肥育を行ってい
る有限会社隠岐潮風ファーム、「隠岐のいわが
き」の養殖を行っている海士いわがき生産株式
会社、第三セクターでマリンポートホテル海士
の経営を行っている株式会社海士、第三セク
ターで承久海道キンニャモニャセンターの運営
を行っている株式会社ふるさと海士などがある。

るに際し、島の原点に立ち返り、海士は農業や
漁業の第一次産業で生きてきた島であり、それ
に付加価値を付けることで販売を強化し、新た
な加工産業を生み出して雇用を創出しようとい
うことになった。
　キーワードは、「海」・「潮風」・「塩」の 3つ
の言葉で表し、島が持つ地域資源を有効活用
し、異なるもの同士をつなぎ、その中から島ブ
ランドを生み出し、新しい産業を創出していく
こととした。また、外貨獲得につながるブラン
ドづくりでは、どこよりも厳しい評価が下され
る東京で認められなければならないという考え
から、メイン・ターゲットを東京においた。
　2000年 3月には観光土産として「さざえカ
レー」11を売り出したところ、隠岐や島根県を
訪れた観光客に人気のヒット商品となった。同
年 11月には自治省（現・総務省）による「潤
いと活力のあるまちづくり自治大臣表彰」を受
け、この成功によって海士町は産業振興にいっ
そう力を入れることとなった。
　海士町では 1998 年度以降、毎年全国各地か
ら数名の Iターン者を、町の臨時職員としての
身分で研修生を受入れる「商品開発研修生制度」
を取り入れており、研修生は、「よそ者」の発
想と視点で、特産品開発やコミュニティづくり

11  海士の食卓では、カレーライスに肉ではなくて「さざえ」を入れていた。島では当たり前の食文化だったが、これを商品化しようと町
がこのプロジェクトの製造、開発、流通から販売まで全般を手がけ 2年がかりで完成させた。「島じゃ常識！さざえカレー」という名
前で売り出したところ、初年度は 5万個が売れ、今でも年間約 3万個を安定して販売している。

12  昔から島で良質な子牛を生み育て、全国の販売してきた。地元の建設業者により、減少した公共事業に替わる新たな事業として「有限
会社隠岐潮風ファーム」が設立され、町の支援も受けて “島生まれ島育ちの隠岐牛” のブランド化に成功した。出荷先は東京の食肉市
場に的を絞り、松阪牛と同等の評価を得ている。

13  CASシステムは、磁場をかけて振動させることで細胞組織を壊すことなく凍結させることができ、解凍しても長期間にわたって鮮度を
保持できるシステムである。この CASを導入することにより、海士の豊富な海産物が、遠く離れた東京など都市の消費者にも新鮮な
まま届けられる環境が整った。

写真 4　さざえカレー
（提供：海士町役場）

写真 5　隠岐牛の放牧風景
（提供：海士町役場）
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額等の補助をするという「島留学」支援制度が
設けられた。
　また、同年 6月には、学校地域連携型公立塾
「隠岐國学習センター」が設立された。同学習
センターでは、キャリア教育「夢ゼミ」14を週
1回行っている他、ICTの活用を通して、全国
のプロフェッショナルとの対話の場や東京の高
校生との議論の場なども積極的に設けている。
　2011年 4月には、「地域創造コース」15と、
少人数指導で難関大学にも進学できる「特別進
学コース」が 2年生を対象にして、スタートし
た。こうした取り組みにより、島前高校の生徒
数は、見事、V字回復を果たした。
　この地域創造コースの中核に位置するのが、
2年次に週 3時間行う「地域学」と 3年次に週
2時間行う「地域地球学」という科目である。
これらの授業は、島前地域そのものを教材とし
たものであり、生徒がそれぞれの興味に応じて
プロジェクトチームを組み、地域内外の優れた
人びとの協力を得ながら、地域の魅力や課題を
探究し、その解決策を立案し、実際に地域で実
践し、評価・検証・改善を行っていくという授
業である。
　島根県の県立高校全体の募集定員が過去最少
となる中、入学者数は増え続け、2011年度は定
員超、2012年度からは、へき地の高校として
は異例の学級増（定員 40名から 80名へ）を実
現した。2013年度入試では、地元 3中学校か
らの島前高校への入学志願率も 70％に至った。

4. 6　島前高校魅力化プロジェクト

　海士町にある島根県立隠岐島前高校は、島前
3町村で唯一の高校であるが、少子化の影響を
受け、約 10年間で入学者数が 77人（1997年）
から 28人（2008年）にまで激減し、そのまま
では 2013年度には島根県の高校統廃合基準で
ある入学生 21人を下回るという統廃合の危機
に直面していた。
　高校がなくなると、島の子どもは 15歳で島
外に出ざるを得なくなる。子どもを持つ若年世
帯層の島への UIターンも激減し、教育費の負
担増による出生率の低下も予想されるところで
ある。そうなれば、人口減に歯止めがかからな
くなり、島前 3町村は存続しえなくなってしま
う。
　しかし、当時の島前高校の状況は教育機能そ
のものが低下していた。そうしたこともあって、
島前の中学生の約 55％が島外の高校に流出す
るという状況であった。
　そこで、2008年 3月に、高校と島前 3町村
の町村長、議長、教育長、中学校長らによる高
校改革の推進母体「隠岐島前高等学校の魅力化
と永遠の発展の会（魅力化の会）」が発足し、「魅
力化プロジェクト」の歩みが始まった。
　2010年 4月には、「島の子どもたちや学校、
地域に良い刺激をもたらしてくれる意欲と力の
ある生徒」には、町から入寮費の全額、寮費・
食費の半額（毎月 2万円）、里帰り交通費の半

14  自立学習や個別指導、少人数授業に加え、学力の基礎となる学習意欲や目的意識を醸成する特色あるキャリア教育。
15  生徒たちが実際のまちづくりや商品開発などを行うことで、創造力・主体性・コミュニケーション能力など地域社会で活躍するための
総合的な人間力を磨くというカリキュラムを柱にしたプログラム。

写真 6　隠岐島前高校の外観
（提供：海士町役場）

写真 7　隠岐國学習センター
（提供：海士町役場）
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た山内町長であった。その姿勢は、「働くこと」
の意味そのものを問うものでもあり、また離島
である海士町の生き残りという共通のミッショ
ンをまず職員に、続いて地域住民に強く共有し
ていくことになった。

5. 2　海士町における社会的ネットワーク

　社会的ネットワーク理論から言えば、海士町
役場は山内町長以前より海士町における住民間
のネットワークの中心に位置し、様々な情報伝
達や関係性構築を媒介するハブ的役割を持って
いたと考えられる。
　そこに新しい感覚と実行力を持つ山内町長が
赴任したことにより、山内の行動に象徴され
る「変革主体」と「能動性」の行動規範が、新
たに海士町のネットワーク内に伝播することと
なった。その規範の伝播過程は、まず町職員の
間に広がり次に住民へと広がっていくことと
なった。
　またそうした「挑戦者」としての海士町の姿
勢に共感した UIJターン 16者が多く移住して
くることとなり、こうした変革主体としての海
士町の地域づくり規範が強化されていくことと
なった。
　山内町長が変革のロールモデルとして機能す
る形で始まった海士町の地域イノベーションモ
デルだが、町長赴任以前から実は変革の土壌
が海士町役場内に存在していた。山内町長は
2002年の当選以来、4期 16年に渡って町政を
引っ張り、その後不出馬を宣言して 2018年に
新町長へとバトンを引き渡した。
　この 16年に亘り山内町長の町政改革を支え、
具現化してきた課長級職員たちがいた。その職
員たちは 1959年～ 1965年生まれの世代であ
り、それぞれの課のトップとしてこの間、町政
改革を引っ張ってきた。この世代は 1980年代
から 1990年代初頭にかけ青年団活動を熱心に
行っており、当時非常にクリエイティブな活動
を行っていたという。そうした若い時代に培わ
れたアイデアや行動力、仲間の絆、また挑戦し
て自ら作り上げていく姿勢が、山内町政のもと

　2013年度には、定員を溢れ入寮できない生
徒が出始めたため、寮のすぐ隣に長期宿泊型施
設「島家」を町が建設した。

5．�海士町における地域づくり主体の自
己生態系化

5. 1　「変革の主体」への意識転換

　2002年 5月の町長選挙にて、新顔の山内道
雄が新町長に選ばれた。これは、地縁・血縁に
よる政治を乗り越えようとする町民の選択でも
あった。その背景には、従来型の町政の継続で
は、島の危機的状況は乗り越えられないとの町
民間の共通意識があった。
　海士町の本格的な改革は、山内新町長の誕生
と同時に始まったと言ってもいい。民間出身で
あった山内町長は、町政の改革はまずは職員の
意識改革から始まると考え、役場は「住民総合
株式会社」であると宣言した。地域経営は企業
経営と基本的に同じと考えたためである。
　そして、年功序列を廃して適材適所に人材を
配置、組織を現場主義に再編した。さらに、「自
ら身を削らない改革は支持されない」との信
念で町長自ら 50％の給与カットを宣言。管理
職や職員、議員もこれに続き、2005年には約 2
億円の人件費削減を達成した。
　こうした自ら身を削って改革の先頭に立つ山
内町長のリーダーシップは、町職員及び住民の
意識改革に大きな影響に及ぼした。受け身の地
域運営から、「攻め」の地域運営への転換である。
　国の施策動向にただ追随しているだけでは、
地域の生き残りは図れない。また、将来的に市
町村合併や夕張町のような財政破綻に追い込ま
れた場合には、安泰と考えられていた町職員の
地位も危ぶまれる。こうした「健全な危機感」
が能動的に動く町職員を作り上げ、そうした役
場の姿が住民の能動性を引き出した。
　そしてこうした「変革の主体」としての意識
改革の連鎖の先頭に立ったのが、給与カットな
どの身を削る改革姿勢により、「覚悟」を示し

16  大都市圏の居住者が地方に移住する動きの総称のこと。Uターンは出身地に戻る形態、Jターンは出身地の近くの地方都市に移住する
形態、Iターンは出身地以外の地方へ移住する形態を指す。
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5. 4　志を持った移住者の活躍

　こうした農山漁村への都市部からの移住は、
どちらかというと都市社会で不適応を起こし、
「社会的逃避」の場として農山漁村にたどり着
くケースや、自給自足などのエクストリームな
移住、またリタイアしたシニア世代の「定年帰
農」などのケースがかつては多かった。
　しかし海士町では、離島という地理的ハン
ディにより移住のハードルが他の農山漁村地域
に比しても高い一方、島から日本全体を変えて
いこうという役場職員はじめ地域づくりの担い
手の高い「志」に賛同して、思い切って海士町
に飛び込んでくる移住者が多かった。
　代表的な例としては、株式会社「風と土と」
代表取締役の阿部裕志（あべ ひろし）がいる。
　阿部は 1978年愛媛県生まれで、京都大学大
学院にてチタン合金の研究で修士号を取得後、
トヨタ自動車に入社している。その後 2008年
に海士町に移住し、株式会社巡の環（当時）18

を仲間とともに共同創業した。
　JICA提携による海士町とブータンの交流づ
くりなど、グローバルな視点も取り入れており、
将来的には、海士町に持続可能な社会づくりを
学ぶ大学院をつくり、MBAならぬ、MCA（Master 
of Community Administration）を立ち上げたい
と奮闘中でもある。
　また、教育魅力化プロジェクトの立役者であ

爆発し、まちづくりの大きな起動力へと昇華し
ていった。
　もともと地域の中にあった変革主体としての
行動規範が、行政機構の中で力を持ち、増幅さ
れ、また制度化されていく営みが山内町政の
16年間であったと言ってもいいだろう。

5. 3　移住者による新たなコミュニティ

　海士町における地域づくり主体の自己生態系
化プロセスを考えていく上で、欠かせないのが
地域内にどのような地域づくり主体があり、そ
れがどのように形成され、そしてネットワーク
化されてきたかについての分析だ。
　本来、半農半漁の島であった海士町だが、7
つの地区（大字）とそれを構成する 14の集落
から成り立っている。町役場や学校など各種公
共施設が集中する海士地区に人口の多くが集中
するが、他の地区にも神社や簡易郵便局、漁港
などが置かれ、それぞれの地域コミュニティを
形成している。
　こうした伝統的な地縁コミュニティに加え、
特に 2000年代になって増えてきた UIJターン
者たちが、独自で作り上げてきたネットワーク
がある。2011年～ 2014年にかけては、年平均
139名の UIJターン者が島に移住をしており、
現在ではこうした移住者が実に人口の約 2割を
占めるほどになってきている。
　こうした移住者は既存の地域コミュニティの
一員として農業及び水産業などの第 1次産業に
従事している他、後述する株式会社「風と土と」
（かぜとつちと）17に代表されるようなそれま
で地域になかった機能を創出する新たな会社や
NPOなどを地域に生み出し、新たなコミュニ
ティを形成しつつある。
　このような目的共同体、志縁コミュニティと
も言える移住者主体の集団が既存の地域集団に
加わり、さらに豊かな社会的ネットワークを地
域内に形成しつつあるのが見て取れる。

17  島の魅力を高める地域づくり事業、島外の企業や自治体、大学の研修を海士町で行う教育事業、島産品の販売や海士町の魅力を発信す
るメディア事業といった、海士町の地域資源をフルに活用し、新たな価値を生み出す地域プロデューサー会社。

18  2008年 1月に株式会社巡の環として設立し、2018年 9月に現社名の「風と土と」に変更した。

写真 8　阿部裕志氏
（提供：株式会社 風と土と）
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住民（若者層中心）を海士町に迎え、島前高校
と海士中学校で、AMAワゴン参加者が講師や
ファシリテーターとなる「出前授業」を実施し
てきた。島の子どもたちに広い視野・世界観を
持ってもらい人間力の育成を図る一方、AMAワ
ゴン参加者に海士ファンになってもらい、海士
町産の安心・安全な食べ物の良き理解者・購買
者となってもらうことで、海士町の第一次産業
の活性化につなげることを目指した試みである。
　発足当初は一橋大学大学院の関満博研究室と
教育委員会とが共催していたが、その後巡の環
が委託を受け 2009年 12月まで実施していた（現
在は終了している）。こうした積極的な交流事業
を通じて海士町ファンとなり、その後の移住や
地域での起業につながるケースも数多くあった。

5. 6　ミッションの再定義による生態系

　こうして、生き残りをかけた町政改革に乗り
出した海士町のもとには多様な人材が集まり、
特に新たな産業創出に向けた動きが移住者と既
存住民、また町内の既存事業者との様々な連携
のもと進んでいった。移住者には前述した阿部
や岩本のように、豊富な社会的ネットワークを
持つ人材も多く、そうした新たな移住者からの
情報発信により海士町への関係人口が増加し、
それがさらなる移住者を呼び込むといった「人
材が人材を呼ぶ循環」が始まっていった。
　それまでの漁業や農業、畜産などベースにし
た地域共同体が「地域を維持する」機能を持っ
たコミュニティだとすれば、巡りの環や高校魅
力化に代表される移住者が加わることに新たに
形成された組織やネットワークは、生き残りに
向けた「地域を変革する」機能を持ったコミュ
ニティだった。そしてこの 2つのコミュニティ
の間に立ち、その両者をつなげ、全体として機
能する生態系を編み成す中間支援的なハブ機能
を果たしてきたのが海士町役場であった。
　海士町の主な地域づくり関係者間では、こう
した海士町の挑戦を「持続可能な社会への曳
船（タグボート） 」と自認する見方が共有され
ていた。日本全体が向かう成熟社会へ向けて、
小さな離島である海士町がまずそのモデルを示
し、社会全体を持続可能な方向へと先導しよう
との意志の現れである。
　こうした「ミッションの再定義」を行うことに

る岩本悠（いわもと ゆう）は 1979年、東京生
まれ。学生時代、一年間アジア―アフリカ 20ヵ
国の地域開発の現場を巡り、帰国後、その体験
学習録『流学日記』（文芸社 /幻冬舎）を出版。
その印税でアフガニスタンに学校を建設した。
大学卒業後、ソニー（株）で人材育成 ･組織開
発 ･社会貢献事業に従事し、その傍ら途上国の
教育支援活動や、全国の学校で開発教育・キャ
リア教育に取り組んできた。
　2006年に海士町へ移住し、隠岐島前高校を
中心とする人づくりによるまちづくりを実践。
「高校魅力化プロデューサー」として教育改革
に取り組んだ。2015年、島根県初の「教育魅
力化特命官」にも就任。2016年には、日本財
団の特別ソーシャルイノベーター最優秀賞に選
出され、海士町での教育魅力モデルを全国に波
及させる活動を展開している。

5. 5　「AMA ワゴン」と関係人口の創出

　こうした志を持った優秀な移住者の存在が、
海士町の地域イノベーションを大きく前進させ
ることとなった。このような優れた移住者の獲
得の裏には、海人町役場職員の懸命の努力が
あったことも見逃せない。移住者獲得につなが
る代表的な都市農村交流事業とし「AMAワゴ
ン」がある。
　AMAワゴンとは 2006年からスタートした
プロジェクトであり、「人間力」を高める魅力
的な教育プログラムの提供と島内外に海士ファ
ンを創出することをねらいとして、「学校にお
ける出前授業」と「地域密着型交流」の 2つを
主に実施する企画であった。
　AMAワゴンという名のバスを運行し、都市

写真 9　岩本悠 氏
（出典：朝日新聞デジタル）
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つ意味は大きい。
　しかし行政がすべてを管理し、中央統制する
システムではソーシャル・エコシステムは成り
立たない。地縁集団から企業、NPOに至るま
で様々な機能を持つ組織やコミュニティから
ソーシャル・エコシステムは構成されており、
またその関係性の総体そのものである。社会的
ネットワーク理論において、ネットワークその
ものがひとつの生命体であり、その構成要素が
変わってものネットワーク自体はずっと生き続
けるものと考えられているように、ソーシャル・
エコシステムもひとつの生命体として自律した
存在だと考えられる。

5. 8　共有ビジョンと共有価値

　多種多様な組織やコミュニティ、またネット
ワークを全体で機能するひとつの系としてまと
めていく上で重要なのは、共有ビジョンと共有
価値である。海士町の場合、合併を選択しなかっ
たこともあり、「未来に向けてこの島を残す」
という『地域のこし』が共有の（終わりのない）
ゴールであり、また「持続可能な姿を海士町か
ら実現、そして発信することにより、日本社会
全体の変化のタグボートになる」というミッ
ションも、地域住民にくまなく共有されている
わけではないだろうが、主要なまちづくりアク
ター間には概ね共有されていると思われる。
　また共有価値として重要なのが、「ないもの
はない」というキャッチフレーズである。これ
は 2011年に、ʻ海士らしさʼ を表現するキャッチ

より、地域そのものの存続という「共益的」なゴー
ルから、成熟社会のモデル形成という「公益的」
なゴールへと、自分たちのミッションが進化し
ていった。そしてそうした大きな視野とビジョ
ンを共有することにより、志を持った移住者の
獲得がしやすい環境を自ら形成していった。

5. 7　海士町のソーシャル・エコシステム

　「離島」というハンディキャップから、海士
町では古来より地域内の強い結びつきがあり、
現在まで存続している。隣近所で声を掛け合い、
農作業や地域のお祭りなどで助け合う姿はまさ
に信頼と互酬性に基づく地域社会の「結束型社
会関係資本」そのものであり、都市部では失わ
れたそうした地域のありようが都市部からの若
い移住者を惹き寄せてきた。
　いっぽう地域イノベーションに向けて地域全
体で機能する社会的生態系（ソーシャル・エコ
システム）を形成する上では、各地区及び集落
ごとの結束型社会関係資本をつなぐ橋渡し型社
会関係資本が必要であり、さらにテーマ・コミュ
ニティとしての NPOや社会企業、地域内の事
業者や企業、また行政といった異なるセクター
間をつなげる連結型社会関係資本も必要となる。
　望ましい地域づくりのソーシャル・エコシス
テムの姿やありようと考えた場合、それは生業
を営み、地域内で相互扶助を行い、基礎コミュ
ニティそのものを成り立たせる「生活領域」、
農林水産業などの地域産業における生産・加工・
販売を行う地域の事業体からなる「経済領域」、
より広域での地域間の助け合いや社会課題解決
などを担う、地域づくり団体や NPO等からな
る「社会領域」、そして自治体や行政組織によ
る「公共領域」といった 4領域が、全体で矛盾
することなく連結している姿が想像できる。
　海士町役場の表現を借りれば、地域の「守り」
と「攻め」の両方が備わっていることが重要で、
これは既存住民と UIJターン者との関係にもな
ぞらえることができよう。
　ソーシャル・エコシステムを考える上で重要
なのは、そのシステムの中に自らを形成し維持
していく機能が備わっていることである。海士
町のケースでは、全体のハブ機能として役場は
大変重要な位置を占めており、なかでもこの
16年間に渡る山内町長のリーダーシップの持

写真 10　「ないものはない」ポスター
（提供：海士町役場）
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　海士町役場の果たしている役割はもちろん大
きい。山内町長の改革によって、徹底した現場
主義に改変された役場とその町職員は、他の市
町村の行政に比べてもより生活課題や産業創出
の現場に密着し、地域住民や移住者との密で良
好な関係を築いている。さらに彼らは、これか
ら町が向かうべきビジョンや、現在町が行って
いる施策動向などについて住民に共有を行う経
路であると同時に、住民の意識や意見を汲み取
り、施策や町政に反映していくセンサーでもあ
る。
　ティール組織論 19においては、組織の「存
在目的」（Evolutionally purpose）について、組
織構成員全体で常に認識し、再考し、状況に応
じて進化させていくことが重要視されている。
この組織論を地域づくりに当てはめるならば、
地域のビジョンや方向性について、住民に指し
示していく役割は確かに行政にあるが、いっぽ
うそれは上意下達の確定的なものではなく、地
域の構成員である住民や様々なアクターとの相
互交流・意思疎通の中で常に揺れ動き、そして
進化していくものだ、ということも言える。
　このあたりはネットワーク・ガバナンスの考
え方とも近く、地域の様々な主体がつながりな
がら地域を共同経営及び統治していく上での、
結節点でありハブとしての機能を、海士町で言
うならば海士町役場が持っており、それは統治
者というよりもむしろファシリテーターに近い
と言っていいだろう。
　そしてこの「存在目的」を、地域のソーシャ
ル・エコシステムの各主体が共有し、それぞれ
の守備範囲において自律的に行動し、各自の持
ち場を「自主経営」することにより、個別最適
と全体最適の両立が図られる。
　これが、中央統制によらない自律的なソー
シャル・エコシステムの挙動の構造原理である。
海士町の場合、人口約 2,300名と小規模であり、
かつ合併を選択しなかったことから地域と自治
体の領域が一致しており、かつ離島という特殊
な状況であることからより住民の一体感が伝統
的に守られてきたという地理的特徴があった。
　こうした一町一島という特性から、地域イノ

フレーズとして町が発表したものであり、①無
くてもよい ②大事なことはすべてここにある
という 2重の意味を持つものであった。
　海士町は都会のように便利ではないが、一方
で自然や郷土の恵みは潤沢であり、暮らすため
に必要なものは充分あり、今あるものの良さを
上手に活かしていこう、との思いがそこには込
められている。
　こうしたひとつの「開き直り」とも見える
キャッチフレーズの裏には、「地域の人どうし
の繋がりを大切に、無駄なものを求めず、シン
プルでも満ち足りた暮らしを営むことが真の幸
せではないか？」との問いかけがあり、また「東
日本大震災後、日本人の価値観が大きく変わり
つつある今、素直に『ないものはない』と言え
てしまう幸せが、海士町にはある」との自負も
込められていた。
　役場発のキャッチフレーズであったが、離島
という条件不利性を逆手に取り、むしろこれか
らの最先端のライフスタイルや価値観がこの島
にはある、と自分たちのありようを捉え直すこ
とにより、得もすればネガティブになりがちな
地域の自画像をポジティブなものに変え、シ
ビックプライドを醸成するような働きを持って
いた。
　こうした共有のビジョンや価値観を紐帯とし
て、そして「動かなければ地域は存続できない。
しかしいま動けば必ず状況は変えられる」とい
う『明るい危機感』を原動力として、海士町は
志ある優秀な移住者を惹きつけ、彼らの能力や
ネットワークをフルに活用しつつ、町役場が全
体のハブ機関となる形で、地域アクターのソー
シャル・エコシステムをより問題解決型で未来
創造志向のものへと再構築していった。

5. 9　海士町役場が果たすハブ機能

　それでは、この海士町におけるソーシャル・
エコシステムは、どのように「自己生態系化」
されているのだろうか？ また今後もどのよう
にその生態系が維持され発展していく見通しな
のだろうか？

19  組織の発達段階を「順応型⇒達成型⇒多元型⇒進化型」といったパラダイムの変化で表し、達成型は組織を「機械」と捉え、多元型は
組織を家族と捉える考え方（Laloux 2014）。最新の組織の発達段階である進化型（ティール）組織では、組織を「生命体」と捉え、自
主経営／全体性／存在目的という 3原則によりその組織内生態系が健全に営まれるとされる。
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クループを促進する上で重要な役割を担ってい
る。
 
5. 10　次世代リーダーの育成

　一方こうした自己生態系化した海士町の地域
づくりの背景には、山内町長や優秀な移住者と
いった「個の力」が大きかったことは否めない。
そうした世代が交代していった後も、現在のよ
うな好循環のまちづくりを維持しさらなる発展
を続けていけるかどうかが、次の海士町の正念
場となるだろう。
　幸い、それに対する手も打たれている。代表
的なのが、住民・役場職員の若手有志による「明
日の海士をつくる会」（通称：あすあま）であ
る。これは、政府の「まち・ひと・しごと創生
法」に基づき、海士町創生総合戦略を策定する
ために 2015年 3月に結成されたもので、地域
住民 11名、役場職員 9名、Iターン移住者 10
名の合計 30名で構成されていた。全員 20代～

ベーションを可能にする上でのソーシャル・エ
コシステムの領域がはっきりしており、さらに
財政危機と人口減少というダブルの危機の中、
山内町長というカリスマ的リーダーのもと長期
の町政運営を行うことにより、役場がハブとな
る形で地域づくりの優れた生態系を、様々な関
係人口の力やネットワークも活かしつつ形成す
ることができた事例だと言える。
　以下に示す図 5は、これまで説明してきた海
士町における地域づくり主体の自己生態系化プ
ロセスを概念化したものである。地域をつなぐ
共有ビジョンとして「持続可能な社会へのタグ
ボート」、コアバリューとして「ないものはな
い」という理念を持つのが海士町のソーシャル・
エコシステムの特徴であり、そうした価値規範
を伝播し、地域公共財としての社会関係資本を
形作るハブ機能を担ってきたのが海士町役場で
あった。同時に株式会社「風と土と」や、後述
する「明日の海士をつくる会」（通称：あすあ
ま）も、異なる主体間の情報共有とフィードバッ

図 5　海士町における地域づくり主体の自己生態系化（筆者作成）
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40代の若手人材のみで人選されており、アド
バイザーには東京都市大学教授（当時）の枝廣
淳子を迎えていた。
　「明日の海士をつくる会」では約半年をかけ、
次世代の考える新たなまちづくりを示した「あ
すあまチャレンジプラン」をまとめ、2015年 9
月に発表した 20。
　「あすあまチャレンジプラン」では、『あすあ
まチャレンジ宣言』として「私たちは、想いや
危機感、迷いを分かち合う仲間とともに、島内
外の交流を通じて多様な価値観や気づきを得な
がら、誰もが生き生きと暮らせる自立した海士
の未来をつくり上げていくため、変化をおそれ
ず自ら挑戦を続けていくことを宣言する」と謳
われている。そのもとに「まちづくり」「ひと
づくり」「しごとづくり」の 3つのチャレンジ
プランが策定されている。
　これまでのまちづくりの成果に甘んじず、次
なるチャレンジを続けていきたいという次世代
リーダーたちの思いが、そこには反映されてい
る。
　海士町の重要な変革の先頭に立ち 4期 16年
に渡りリーダーシップを発揮した山内町長が
2018年 5月に退任し、代わって海士町「産業
創出課」課長だった大江和彦（おおえ かずひこ）
が新町長に赴任した。山内町政を 16年かけ支
えた課長級の職員も多くが定年を迎え、海士町
役場は世代交代の時期を迎えている。

　いっぽうで、「明日の海士をつくる会」に代
表されるような、次の海士町をリードしていく
世代が、「実行者」として町の次のビジョンと
大事にしたい価値観、そしてそれに伴う具体的
なプランを策定していく場が持たれていること
は、大変有効である。まさに、地域づくりの主
体形成とそのネットワーク化からなる自己生態
系化を可能にする上での、新たな情報伝達のハ
ブ集団であり、また地域づくりの行動規範を体
現し、地域に伝播していく上でのコア集団とし
て機能するからである。

6．おわりに

　本研究では、代表的な地域創生事例のひとつ
である海士町について分析した。離島といった
地理的条件や、カリスマ的リーダーの存在と
いった独自の背景はあるが、全体を包括するビ
ジョンと「健全な危機感」の共有、既存住民と
移住者の橋渡しとなるハブ機能の重視といった
特徴については、他の人口減少地域でも再現性
のある普遍的な地域創生のありかただと考えら
れる。
　また海士町の地域創生事例において見ること
ができる、常に次の人材やリーダーを育成し、
そうした個人及び組織の関係性も同時に構築
し、社会関係資本を強化してエコシステムその
ものをバージョンアップするありようは、同様
に他地域においても極めて重要である。こうし
たソーシャル・エコシステムの動態について、
今後さらなる研究を深めたい。
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